
重要事項説明書 

 

新生園居宅介護支援事業所 

1. 当事業所が提供するサービスについての相談窓口 

    電  話       082-420-9822 

       受付時間    月～土 8:30～17:30 ただし、土曜日は 12 時 30 分まで 

    担    当    管理者 山口 剛司 

 

2. 新生園居宅介護支援事業所について 

・所在地         東広島市八本松町原 11171 番地 1 

・介護保険指定事業者番号 居宅介護支援事業 

                          3472500044 

・サービス提供地域    東広島市(但し、黒瀬町・福富町・豊栄町・河内町・安芸 

津町を除く） 

・職員体制        介護支援専門員 ３名（常勤専従１名以上・非常勤専従 

1 名以上、管理者と兼務 1 名） 

・営業日         営業日は、月曜日から土曜日まで。ただし、国民の祝日、及び

12月 31日から翌年 1月 3日までを除く。 

                             通常の営業時間は、8時 30分から１７時 30分まで。 

ただし、土曜日は 12時 30分まで。 

電話等により、24時間常時連絡可能な体制とします。 

 

 

3.事業の目的及び運営の方針 

事 業 の 目 的 

社会福祉法人葵新生会が開設する葵新生会新生園居宅介護支援事業所

は、居宅において要介護状態にある高齢者に対し、適切な居宅介護支

援を提供することを目的とします。 

運 営 の 方 針 

１ 事業所の介護支援専門員は、可能な限り利用者の居宅において、その

有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう配慮して

行なう。 

２  事業所の介護支援専門員は利用者の心身の状況、その置かれている環

境等に応じて、利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福

祉サービスが、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう

援助を行います。 

３  事業の実施に当たっては、利用者の意思を尊重し、常に利用者の立場

に立って、利用者に提供される指定居宅サービス等が特定の種類又は特定

の居宅サービス事業者に不当偏することのないよう、公正中立に行いま



す。また、市町村、地域包括支援センター、他の指定居宅介護支援事業者、

介護保険施設等との連携に努めます。また、市、地域包括支援センター、

高齢者相談センター、他の指定居宅介護支援事業者、指定介護予防支援事

業所、介護保険施設、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律第 51 条の 17 第 1 項第一号に規定する指定特定相談支援事業

者等との連携に努めます。 

 

※居宅介護支援に係る事業所の義務 

① 病院等に入院しなければならない場合には、退院後の在宅生活への円滑な移行を支

援するために、早期に病院等と情報共有や連携をする必要がありますので、病院等

には担当する介護支援専門員の名前や連絡先を伝えるよう求めます。 

② 介護支援専門員は利用者が訪問看護や通所リハビリテーション等医療サービスの利

用を希望している場合、その他必要な場合には、利用者の同意を得て主治の医師等

の意見を求めます。またこの場合において居宅サービス計画を作成した際には当該

居宅サービス計画を主治の医師等に交付します。 

③ 介護支援専門員は指定居宅サービス事業者等から利用者に係る情報の提供を受けた

時、その他必要と認めるときは服薬状況、口腔機能、その他利用者の心身又は生活

の状況に係る情報のうち必要と認めるものを利用者の同意を得て、主治の医師若し

くは歯科医師又は薬剤師に提供します。 

④ サービスの選定にあたって、利用者は複数の指定居宅サービス事業所等を紹介する

よう求めることができます。 

⑤ 利用者は居宅サービス計画に位置づけた指定居宅サービス事業所等の選定理由を介

護支援専門員に求めることができます。 

 

4．居宅介護支援申し込みからサービス提供までの流れ 

  申し込みについては当方から事業内容の説明をし、利用者との間で契約を交わしたう

えで対応いたします。 

  申し込み後は、居宅訪問等を実施し、ケアプランを作成します。そのうえでケアプラ

ンの内容に添ってご希望の指定居宅サービスの利用ができるようにお手伝いします。

その他、更新の手続きやケアプランの再検討等についても契約書の内容に添って実施

します。 

 

 

5.利用料金 

  私共が行うケアプラン作成（再検討含む）については、保険料を滞納している場合を

除いて介護保険から全額給付されますので自己負担はありません。 



  ただし、私共のサービス提供地域以外に訪問した場合は、交通費（※）を実費で頂き

ます。 

  利用料金が発生した場合は 1 ヶ月毎の精算とし、毎月 5 日までに前月分を請求いたし

ます。お支払いの際、領収書を発行いたします。 

※通常の事業の実施地域を超えた地点から路程 1 キロメートル当たり 20 円を実費と

して徴収いたします。 

 

6.サービスの終了 

① 利用者の都合でサービス

を終了する場合  
文書でお申し出下さい。いつでも解約できます。 

② 当事業所の都合でサービ

スを終了する場合 

人員不足等やむを得ない事情により、サービスの提供を終了させて

いただく場合があります。その場合は、終了１ヶ月前までに文書で通

知すると共に、地域の他の居宅介護支援事業者を紹介いたします。 

③ 自動終了 

以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了い

たします。 

ア 利用者が介護保険施設等に人所した場合 

イ 入院が６か月以上経過した場合 

ウ 介護保険給付でサービスを受けていたご利用者の、要介護認定

区分が非該当（自立）又は要支援１・２と認定された場合 

エ 利用者自身がお亡くなりになった場合 

④ その他 

利用者またはご家族が当事業所や当事業所の介護支援専門員に対 

して、本契約を継続し難いほどの背信行為、著しい迷惑行為を行な

った場合は、文書で通知することにより、即座にサービスを終了さ

せていただく場合があります。 

 

7.居宅介護支援業務の実施方法等について 

（１）事業所の管理者は、介護支援専門員に居宅サービス計画の作成に関する業務を

担当させるものとします。 

（２）この内容についての文書を交付するとともに口頭での説明を懇切丁寧に行います。

また、ご理解いただいたことについて利用者から署名をいただきます。 

２．居宅サービス計画（ケアプラン）の作成について 

（１）指定居宅介護支援の提供に当たっては、説明を懇切丁寧に行います。また、サー

ビスの提供方法などについて、理解しやすいように分かりやすい説明を心掛けます。 

（２）利用者の居宅へ訪問し、利用者及び家族との面接により、その有する能力、置か

れている環境、解決すべき課題を適切に把握し、ご利用者様が自立した日常生活を営む

ことができるように支援します。 

課題分析は「標準課題分析項目 23」を網羅した書式を使用します。 



（３）居宅サービスが特定の種類、事業者（法人）に不当に偏るような誘導または指示

を行いません。そのために、利用者が希望するサービス、地域等をお聞きした上で、市

町村の「事業所一覧表」や「介護サービス情報公表システム」などを最大限活用し、希

望に当てはまる事業所（サービス）を複数提示します。また、パンフレット等を用いる

場合でも必ず複数の事業者のものを提示します。 

その他、ご利用者様自らの意思による選択に資するよう、地域のサービス事業者等に関

する情報を提供します。 

（４）ケアプランの原案を作成した際は、必ずその内容について説明し、同意を得ます

その後、作成したケアプランについて利用者へ交付します。 

３．サービス実施状況の把握について 

（１）少なくとも 1ヵ月に 1回以上必要に応じて、原則、利用者の居宅を訪問し、サー

ビス実施状況の把握（モニタリング）を行います。 

（２）必要に応じてケアプランの変更や指定居宅サービス事業者等との調整その他の便

宜の提供を行います。 

（３）利用者がその居宅において日常生活を営むことが困難になったと判断した場合や

介護保険施設への入院または入所を希望する場合には、介護保険施設に関する情報を提

供します。 

４．その他 

（１）当事業所以外の居宅介護支援事業者の利用を希望される際には、引き継ぎが円滑

に進むよう、直近のケアプランやその実施状況に関する書類等の情報提供などに誠意を

もって応じ、ご利用者の立場に立って支援します。 

 

8. 利用者等の虐待の防止について 

事業所は、利用者の人権の擁護・虐待等の防止のため次の措置を講じます。 

（１）虐待を防止するための従業者に対する研修の実施 

（２）利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備 

（３）成年後見制度の利用を支援します。 

（４）虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果に

ついて従業者に周知徹底を行う。 

（５）虐待防止の指針を整備し、必要に応じ見直しを行う。 

（６）上記措置を適切に実施するための担当者を置く。 

（７）当該利用者又はほかの利用者などの生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合

を除き、身体的拘束そのほか利用者の行動を制限する行為（以下「身体拘束等」という。）は

行わない。やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その様態及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録するものとする。 

（８）その他虐待防止のために必要な措置 

２ 事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者

を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、

これを市町村に通報するものとする。 

 



虐待防止に関する責任者 特別養護老人ホーム新生園 

園長 政本 健  

虐待防止に関する担当者 新生園居宅介護支援事業所 

管理者 山口剛司 

 

9. サービス内容に関する苦情等申立窓口 

（1）利用者様からの相談・苦情担当 

      当施設のサービスについて、ご不明の点や疑問、苦情がございましたら、苦

情受付窓口(窓口担当者 ※別紙参照)までお気軽にご相談ください。責任を持

って調査、改善をさせていただきます。 

（2）苦情や相談は、下記の機関にも申し立てることができます。 

《東広島市役所 介護保険課》   

所在地   ：東広島市西条栄町 8番 29号 

利用時間 ：月曜日～金曜日  午前 8時 30分～午後 5時 15分 

電  話   ：082-420-0937 

《広島県国民健康保険団体連合会 介護福祉課》 

    所在地   ：広島市中区東白島町 19番 49国保会館 

利用時間 ：平日  午前 8時 30分～午後 5時 15分 

電  話   ：082-554-0783 

 

 

 

10.当事業者の概要 

     法人名       社会福祉法人 葵新生会  

     代表者       理事長  新 谷 正 子 

     事業者所在他    東広島市八本松町原 11171 番地 1  

 

11.介護保険・更新申請の代行依頼について 

契約期間内の介護保険・更新申請の代行について、依頼しない旨の連絡をしない限

り、継続して依頼することに同意します。 

12. 秘密保持と個人情報の保護について 

 

利用者及びその家族に関する秘密保持に

ついて 

 

①事業者は、利用者の個人情報について

「個人情報に関する法律」及び厚生労働

省が策定した「医療･介護関係事業者に

おける個人情報の適切な取り扱いのため



のガイドライン」を遵守し、適切な取り

扱いにと努めるものとします。 

②事業者及び事業者の使用するもの（以

下「従業者」という）は、サービスを提

供する上で知り得た利用者及その家族の

秘密を正当な理由なく、第 3 者に漏らし

ません。 

③また、この秘密を保持する義務は、サ

ービス提供が終了した後においても継続

します。 

④事業者は、従業者に、業務上知り得た

又はその家族の秘密を保持させるため、

従業者である期間及び従業者でなくなっ

た後においても、その秘密を保持するべ

き旨を、従業者との雇用契約の内容とし

ます。 

 

個人情報の保護について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①事業者は、利用者から予め文章で同意

を得ない限り、サービス担当者会議等に

おいて、利用者の個人情報を用いませ

ん。または利用者の家族の個人情報につ

いても予め文章で同意を得ない限り、サ

ービス担当者会議等で利用者の家族の個

人情報を用いません。 

②事業者は、利用者及びその家族に関す

る個人情報が含まれる記録物（紙による

ものの他、電磁的記録を含む）について

は、善良な管理者の注意をもって管理

し、また処分の際にも第三者への漏洩を

防止するものとします。 

③事業者が管理する情報については、利

用者の求めに応じてその内容を開示する



 ことし、開示の結果、情報の訂正、追加

または削除を求められた場合は、遅滞な

く調査を行い、利用目的の達成に必要な

範囲内で訂正などを行うものとします。

（開示に際して複写料はなどが必要な場

合は利用者の負担になります） 

 

13. 事故発生時の対応方法について 

 利用者に関する指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者 

の家族に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

 また、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により賠償すべき事故が発生した場合 

は、損害賠償を速やかに行います。 

 

14. 身分証携行義務 

 介護支援専門員は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者または利用者の家族か 

ら提示を求められたときは、いつでも身分証を提示します。 

 

15.第三者評価の実施状況 

  実施なし 

16.その他 

  利用者様の都合で契約を終了や途中解約、ケアマネジャーの担当者を変更したい場合

はお申し出ください。なお、契約書については大切に保管してください。 

事業所の運営規程の概要等の重要事項等について、事務所内の掲示やインターネット

上で情報の閲覧できるように掲載します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



確認事項 

 

令和  年   月   日 

 

居宅介護支援の提供にあたり、利用者様に対して契約内容と重要事項について説明しま

した。 

 

事業者 

＜法 人 名＞ 社会福祉法人 葵新生会 

＜事業所名＞  新生園居宅介護支援事業所 

        ＜代 表 者＞ 理事長  新 谷 正 子     印 

 

        ＜説 明 者＞                     印 

 

 私は、契約書と本書面により、新生園居宅介護支援事業所から居宅介護支援について、

重要事項の説明を受けました。 

利 用 者 様 

 

      ＜住  所＞  

 

      ＜氏  名＞                   印 

 

  

ご家族様代表＜住 所＞     

             

＜氏 名＞                    印 

 

＜続  柄＞         

 

代 理 人 

 

       ＜住  所＞ 

 

            ＜氏  名＞                    印 

 

＜続  柄＞                   



苦 情 解 決 に つ い て 

契 約 者 各 位 

社会福祉法人 葵新生会 

理事長 新 谷 正 子 

苦情解決に向けて 

 社会福祉法第 82 条の規定により、新生園居宅介護支援事業所が提供する福祉サービスに対する苦情に

適切に対処するため、次のとおり苦情解決責任者、苦情受付担当者及び第三者委員を定めました。 

 なお、苦情解決の方法は、4 のとおりです。 

1. 苦情解決責任者 施設長 政本 健      特別養護老人ホーム新生園    TEL:082‐429‐0350 

2. 苦情受付担当者 管理者 山口 剛司  新生園居宅介護支援事業所     TEL:082‐420‐9822 

3.第三者委員             池田 雅博    三原市大和町椋梨 2369          TEL:0847‐34‐1224 

                         増田 多美恵   東広島市西条町上三永 730-1      TEL:082‐426‐0154 

4.苦情解決の方法 

［1］苦情の受付 

苦情は面接、電話、書面などにより苦情受付担当者が随時受け付けます。 

なお、第三者委員に直接申し出ることもできます。 

［2］苦情受付の報告・確認 

苦情受付担当者が受け付けた苦情を苦情解決責任者と第三者委員（苦情申出人が第三者委員への報

告を拒否した場合を除く。）に報告いたします。 

第三者委員は内容を確認し、苦情申出人に対して、報告を受けた旨を必要に応じ通知します。 

［3］苦情解決のための話し合い 

苦情解決責任者は、苦情申出人と誠意をもって話し合い、解決に努めます。その際、苦情申出人

は、第三者委員の助言や立会いを求めることができます。なお、第三者委員の立会いによる話し合

いは、次のとおり行います。 

     ア 第三者委員による苦情内容の確認 

イ 第三者委員による解決案の調整、助言 

ウ 話し合いの結果や改善事項等の確認 

［4］本事業者で解決できない苦情は、東広島市健康福祉部介護保険課、広島県国民健康保険団体連合会 

介護福祉課に申し立てることができます。 

【東広島市健康福祉部介護保険課】 

   （住  所） 東広島市西条栄町 8 番 29 号 

  （電話番号）  （082）429-0937   （ファックス） （082）422-6851 

【広島県国民健康保険団体連合会 介護福祉課】 

（所在地）   広島市中区東白島町 19番 49 国保会館 

（利用時間）  平日  午前 8時 30 分～午後 5時 15 分 

（電  話）   082-554-0783 


